
地すべり等防止法
昭和三十三年三月三十一日法律第三十号

最終改正：平成一九年三月三一日法律第二三号

第一章 総則

（目的）

第一条 この法律は、地すべり及びぼた山の崩壊による被害を除却し、又は軽減するため、地すべり

及びぼた山の崩壊を防止し、もつて国土の保全と民生の安定に資することを目的とする。

（定義）

第二条 この法律において「地すべり」とは、土地の一部が地下水等に起因してすべる現象又はこれ

に伴つて移動する現象をいう。

２ この法律において「ぼた山」とは、石炭又は亜炭に係る捨石が集積されてできた山であつて、こ

の法律の施行の際現に存するものをいい、鉱山保安法 及び経済産業省設置法 の一部を改正する法

律（平成十六年法律第九十四号）第一条 の規定による改正前の鉱山保安法 （昭和二十四年法律第

七十号）第四条 又は第二十六条 の規定により鉱業権者又は鉱業権者とみなされる者がこの法律の

施行の際必要な措置を講ずべきであつたものを除くものとする。

３ この法律において「地すべり防止施設」とは、次条の規定により指定される地すべり防止区域内

にある排水施設、擁壁、ダムその他の地すべりを防止するための施設をいう。

４ この法律において「地すべり防止工事」とは、地すべり防止施設の新設、改良その他次条の規定

により指定される地すべり防止区域内における地すべりを防止するための工事をいう。

（地すべり防止区域の指定）

第三条 主務大臣は、この法律の目的を達成するため必要があると認めるときは、関係都道府県知事

の意見をきいて、地すべり区域（地すべりしている区域又は地すべりするおそれのきわめて大きい

区域をいう。以下同じ。）及びこれに隣接する地域のうち地すべり区域の地すべりを助長し、若し

くは誘発し、又は助長し、若しくは誘発するおそれのきわめて大きいもの（以下これらを「地すべ

り地域」と総称する。）であつて、公共の利害に密接な関連を有するものを地すべり防止区域とし

て指定することができる。

２ 前項の指定は、この法律の目的を達成するため必要な最小限度のものでなければならない。

３ 主務大臣は、第一項の指定をするときは、主務省令で定めるところにより、当該地すべり防止区

域を告示するとともに、その旨を関係都道府県知事に通知しなければならない。これを廃止すると

きも、同様とする。

４ 地すべり防止区域の指定又は廃止は、前項の告示によつてその効力を生ずる。

（ぼた山崩壊防止区域の指定）

第四条 主務大臣は、この法律の目的を達成するため必要があると認めるときは、関係都道府県知事

の意見をきいて、ぼた山の存する区域であつて、公共の利害に密接な関連を有するものをぼた山崩

壊防止区域として指定することができる。

２ 前条第二項から第四項までの規定は、前項の指定について準用する。この場合において、同条第

三項中「当該地すべり防止区域」とあるのは「当該ぼた山崩壊防止区域」と、同条第四項中「地す

べり防止区域」とあるのは「ぼた山崩壊防止区域」と読み替えるものとする。

（調査）

第五条 第三条第一項の指定は、必要に応じ、当該地すべり地域に関し、地形、地質、降水、地表水



若しくは地下水又は土地の滑動状況に関する現地調査をして行うものとする。

（調査のための立入）

第六条 主務大臣又はその命を受けた職員若しくはその委任を受けた者は、前条の調査のためやむを

得ない必要があるときは、他人の占有する土地に立ち入り、又は特別の用途のない他人の土地を材

料置場若しくは作業場として一時使用することができる。

２ 前項の規定により他人の占有する土地に立ち入ろうとするときは、あらかじめ当該土地の占有者

にその旨を通知しなければならない。ただし、あらかじめ通知することが困難であるときは、この

限りでない。

３ 第一項の規定により宅地又はかき、さく等で囲まれた土地に立ち入ろうとするときは、立入の際

あらかじめその旨を当該土地の占有者に告げなければならない。

４ 日出前及び日没後においては、占有者の承認があつた場合を除き、前項に規定する土地に立ち入

つてはならない。

５ 第一項の規定により土地に立ち入ろうとする者は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人の請

求があつたときは、これを提示しなければならない。

６ 第一項の規定により特別の用途のない他人の土地を材料置場又は作業場として一時使用しようと

するときは、あらかじめ、当該土地の占有者及び所有者に通知して、その者の意見をきかなければ

ならない。

７ 土地の占有者又は所有者は、正当な理由がない限り、第一項の規定による立入又は一時使用を拒

み、又は妨げてはならない。

８ 国は、第一項の規定による立入又は一時使用により損失を受けた者に対し、通常生ずべき損失を

補償しなければならない。

９ 前項の規定による損失の補償については、国と損失を受けた者とが協議しなければならない。

１０ 前項の規定による協議が成立しない場合においては、国は、自己の見積つた金額を損失を受け

た者に支払わなければならない。この場合において、当該金額について不服がある者は、政令で定

めるところにより、補償金の支払を受けた日から三十日以内に収用委員会に土地収用法 （昭和二十

六年法律第二百十九号）第九十四条 の規定による裁決を申請することができる。

１１ 第五項の規定による証明書の様式その他証明書に関し必要な事項は、主務省令で定める。

第二章 地すべり防止区域に関する管理

（地すべり防止区域の管理）

第七条 地すべり防止工事の施行その他地すべり防止区域の管理は、当該地すべり防止区域の存する

都道府県を統括する都道府県知事が行うものとする。

（標識の設置）

第八条 都道府県知事は、第三条第三項の規定による地すべり防止区域の指定の通知を受けたときは、

主務省令で定めるところにより、その地すべり防止区域内にこれを表示する標識を設置しなければ

ならない。

（地すべり防止工事基本計画）

第九条 都道府県知事は、第三条第三項の規定による地すべり防止区域の指定の通知を受けたときは、

主務省令で定めるところにより、関係市町村（特別区を含む。以下同じ。）の長の意見をきいて、

当該地すべり防止区域に係る地すべり防止工事に関する基本計画を作成し、これを主務大臣に提出

するものとする。これを変更するときも、同様とする。



（主務大臣の直轄工事）

第十条 主務大臣は、次の各号の一に該当する場合において、当該地すべり防止工事が国土の保全上

特に重要なものであると認められるときは、都道府県知事に代つて自ら当該地すべり防止工事を施

行することができる。この場合においては、主務大臣は、あらかじめ当該都道府県知事の意見をき

かなければならない。

一 地すべり防止工事の規模が著しく大であるとき。

二 地すべり防止工事が高度の技術を必要とするとき。

三 地すべり防止工事が高度の機械力を使用して実施する必要があるとき。

四 地すべり防止工事が都府県の区域の境界に係るとき。

２ 主務大臣は、前項の規定により地すべり防止工事を施行する場合においては、政令で定めるとこ

ろにより、都道府県知事に代つてその権限を行うものとする。

３ 主務大臣は、第一項の規定により地すべり防止工事を施行する場合においては、主務省令で定め

るところにより、その旨を告示しなければならない。

（主務大臣又は都道府県知事以外の者の施行する工事）

第十一条 主務大臣又は都道府県知事以外の者が地すべり防止工事を施行しようとするときは、あら

かじめ当該地すべり防止工事に関する設計及び実施計画について都道府県知事の承認を受けなけれ

ばならない。

２ 国又は地方公共団体は、前項の規定にかかわらず、地すべり防止工事に関する設計及び実施計画

について都道府県知事に協議することをもつて足りる。

３ 都道府県知事は、第一項の承認に、地すべりを防止するため必要な条件を附することができる。

（築造等の基準）

第十二条 地すべり防止施設の種類、配置、構造及び規模並びに水流の付替、地すべり地塊の除去そ

の他地すべりの防止のための工事は、当該地すべり防止区域における地すべりの原因、機構及び規

模に応じて、有効かつ適切なものとしなければならない。

２ 地すべり防止施設は、次の各号に定めるところにより築造しなければならない。

一 排水施設は、次に掲げるところにより、地すべりの原因となるべき地表水及び地下水をすみや

かに地すべり防止区域から排除することができるものであること。

イ 地表水の排除については、明渠、管渠、暗渠、導水管又は排水トンネルを用いること。

ロ 地下水の排除については、暗渠、ボーリング排水孔、排水トンネル、集水井戸、地下止水壁、

明渠、管渠又は導水管を用いること。

二 擁壁、くい及び土留は、地すべり力に対して安全な構造のものであること。

三 ダム、床固、護岸、導流堤及び水制は、特に地すべりの規模及び流水による浸食の防止に適合

するものであること。

（兼用工作物の工事の施行）

第十三条 都道府県知事は、その管理する地すべり防止施設が砂防法（明治三十年法律第二十九号）

第一条に規定する砂防設備、森林法（昭和二十六年法律第二百四十九号）第四十一条第三項に規定

する保安施設事業に係る施設、かんがい排水施設その他の施設又は工作物（以下これらを「他の工

作物」と総称する。）の効用を兼ねるときは、当該他の工作物の管理者との協議により、その者に

当該地すべり防止施設に関する工事を施行させ、又は当該地すべり防止施設を維持させることがで

きる。

（工事原因者の工事の施行）

第十四条 都道府県知事は、その施行する地すべり防止工事以外の工事（以下「他の工事」という。）



又は地すべり防止工事の必要を生じさせた行為（以下「他の行為」という。）により自ら施行する

必要を生じた地すべり防止工事を当該他の工事の施行者又は他の行為者に施行させることができる。

２ 前項の場合において、他の工事が河川工事（河川法 （昭和三十九年法律第百六十七号）が適用さ

れ、又は準用される河川の河川工事をいう。以下同じ。）又は道路（道路法 （昭和二十七年法律第

百八十号）による道路をいう。以下同じ。）に関する工事であるときは、当該地すべり防止工事に

ついては、河川法第十九条 又は道路法第二十三条第一項 の規定を適用する。

（附帯工事の施行）

第十五条 都道府県知事は、地すべり防止工事により必要を生じた他の工事又は地すべり防止工事を

施行するため必要を生じた他の工事を当該地すべり防止工事とあわせて施行することができる。

２ 前項の場合において、他の工事が河川工事、道路に関する工事又は砂防工事（砂防法 による砂防

工事をいう。以下同じ。）であるときは、当該他の工事の施行については、河川法第十八条 、道路

法第二十二条第一項 又は砂防法第八条 の規定を適用する。

（土地の立入等）

第十六条 都道府県知事又はその命じた職員若しくは委任した者は、地すべり防止区域に関する調査

若しくは測量又は地すべり防止工事のためやむを得ない必要があるときは、他人の占有する土地に

立ち入り、又は特別の用途のない他人の土地を材料置場若しくは作業場として一時使用することが

できる。

２ 第六条第二項から第十一項までの規定は、前項の規定により他人の占有する土地に立ち入り、又

は他人の土地を一時使用する場合について準用する。この場合において、同条第八項から第十項ま

で中「国」とあるのは、「都道府県知事の統括する都道府県」と読み替えるものとする。

（地すべり防止工事に伴う損失補償）

第十七条 土地収用法第九十三条第一項 の規定による場合を除き、都道府県知事が地すべり防止工事

を施行したことにより、当該地すべり防止工事を施行した土地に面する土地について、通路、みぞ、

かき、さくその他の施設若しくは工作物を新築し、増築し、修繕し、若しくは移転し、又は盛土若

しくは切土をするやむを得ない必要があると認められる場合においては、当該都道府県知事の統括

する都道府県は、これらの工事をすることを必要とする者（以下この条において「損失を受けた者」

という。）の請求により、これに要する費用の全部又は一部を補償しなければならない。この場合

において、当該都道府県知事の統括する都道府県又は損失を受けた者は、補償金の全部又は一部に

代えて、当該都道府県知事が当該工事を施行することを要求することができる。

２ 前項の規定による損失の補償は、当該地すべり防止工事の完了の日から一年を経過した後におい

ては、請求することができない。

３ 第一項の規定による損失の補償については、当該都道府県知事の統括する都道府県と損失を受け

た者とが協議しなければならない。

４ 前項の規定による協議が成立しない場合においては、当該都道府県知事の統括する都道府県又は

損失を受けた者は、政令で定めるところにより、収用委員会に土地収用法第九十四条 の規定による

裁決を申請することができる。

（行為の制限）

第十八条 地すべり防止区域内において、次の各号の一に該当する行為をしようとする者は、都道府

県知事の許可を受けなければならない。

一 地下水を誘致し、又は停滞させる行為で地下水を増加させるもの、地下水の排水施設の機能を

阻害する行為その他地下水の排除を阻害する行為（政令で定める軽微な行為を除く。）

二 地表水を放流し、又は停滞させる行為その他地表水のしん透を助長する行為（政令で定める軽



微な行為を除く。）

三 のり切又は切土で政令で定めるもの

四 ため池、用排水路その他の地すべり防止施設以外の施設又は工作物で政令で定めるもの（以下

「他の施設等」という。）の新築又は改良

五 前各号に掲げるもののほか、地すべりの防止を阻害し、又は地すべりを助長し、若しくは誘発

する行為で政令で定めるもの

２ 都道府県知事は、前項の許可の申請があつた場合において、当該許可の申請に係る行為が地すべ

りの防止を著しく阻害し、又は地すべりを著しく助長するものであると認めるときは、これを許可

してはならない。

３ 都道府県知事は、第一項の許可に、地すべりを防止するため必要な条件を附することができる。

（経過措置）

第十九条 第三条の規定による地すべり防止区域の指定の際現に当該地すべり防止区域内において権

原に基き他の施設等を設置（工事中の場合を含む。）している者は、従前と同様の条件により、当

該他の施設等の設置について前条第一項の許可を受けたものとみなす。第三条の規定による地すべ

り防止区域の指定の際現に当該地すべり防止区域内において権原に基き前条第一項第一号から第三

号まで及び第五号に規定する行為を行つている者についても、同様とする。

（許可の特例）

第二十条 森林法第三十四条第二項（同法第四十四条 において準用する場合を含む。）又は砂防法第

四条（同法第三条 において準用する場合を含む。）の規定による許可を受けた者は、当該許可に係

る行為については、第十八条第一項の許可を受けることを要しない。

２ 国又は地方公共団体が第十八条第一項各号に規定する行為をしようとするときは、あらかじめ都

道府県知事に協議することをもつて足りる。

（監督処分及び損失補償）

第二十一条 都道府県知事は、次の各号の一に該当する者に対して、その許可を取り消し、若しくは

その条件を変更し、又はその行為の中止、他の施設等の改築、移転若しくは除却、他の施設等によ

り生ずべき地すべりを防止するために必要な施設をすること若しくは原状回復を命ずることができ

る。

一 第十八条第一項の規定に違反した者

二 第十八条第一項の許可に附した条件に違反した者

三 偽りその他不正な手段により第十八条第一項の許可を受けた者

２ 都道府県知事は、次の各号の一に該当する場合においては、第十八条第一項の許可を受けた者に

対し、前項に規定する処分をし、又は同項に規定する必要な措置を命ずることができる。

一 地すべり防止工事のためやむを得ない必要が生じたとき。

二 地すべりの防止上著しい支障が生じたとき。

三 地すべりの防止上の理由以外の理由に基く公益上やむを得ない必要が生じたとき。

３ 都道府県知事の統括する都道府県は、前項の規定による処分又は命令により損失を受けた者に対

し通常生ずべき損失を補償しなければならない。

４ 第六条第九項及び第十項の規定は、前項の補償について準用する。この場合において、同条第九

項及び第十項中「国」とあるのは、「都道府県知事の統括する都道府県」と読み替えるものとする。

５ 都道府県知事の統括する都道府県は、第三項の規定による補償の原因となつた損失が、第二項第

三号の規定による処分又は命令によるものであるときは、当該補償金額を当該理由を生じさせた者

に負担させることができる。



（都道府県知事以外の者の管理する地すべり防止施設に関する監督）

第二十二条 都道府県知事は、その職務の執行に関し必要があると認めるときは、都道府県知事以外

の地すべり防止施設の管理者に対し報告若しくは資料の提出を求め、又はその命じた職員に当該地

すべり防止施設に立ち入り、これを検査させることができる。

２ 前項の規定により立入検査をする者は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人の請求があつた

ときは、これを提示しなければならない。

３ 第一項の立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解してはならない。

４ 第二項の証明書の様式その他証明書に関し必要な事項は、主務省令で定める。

第二十三条 都道府県知事は、都道府県知事以外の者の管理する地すべり防止施設が次の各号の一に

該当する場合において、当該地すべり防止施設が第十二条の規定に適合しないときは、その管理者

に対し改良、補修その他当該地すべり防止施設の管理につき必要な措置を命ずることができる。

一 第十一条第一項の規定に違反して工事が施行されたとき。

二 第十一条第一項の承認に附した条件に違反して工事が施行されたとき。

三 偽りその他不正な手段により第十一条第一項の承認を受けて工事が施行されたとき。

２ 都道府県知事は、都道府県知事以外の者の管理する地すべり防止施設が前項各号のいずれにも該

当しない場合において、当該地すべり防止施設が第十二条の規定に適合しなくなり、かつ、地すべ

りの防止上著しい支障があると認められるときは、その管理者に対し前項に規定する措置を命ずる

ことができる。

３ 都道府県知事の統括する都道府県は、前項の規定による命令により損失を受けた者に対し通常生

ずべき損失を補償しなければならない。

４ 第六条第九項及び第十項の規定は、前項の補償について準用する。この場合において、同条第九

項及び第十項中「国」とあるのは、「都道府県知事の統括する都道府県」と読み替えるものとする。

５ 前三項の規定は、国又は地方公共団体の管理する地すべり防止施設については、適用しない。

（関連事業計画）

第二十四条 都道府県知事は、地すべりによる被害を除却し、又は軽減するため必要があると認める

ときは、地すべり防止工事基本計画を勘案して、主務省令で定めるところにより、次の各号に掲げ

る事項を記載した計画（以下「関連事業計画」という。）の概要を作成し、地すべり防止区域の存

する市町村の長にこれを提示して、当該市町村における関連事業計画を作成するよう勧告すること

ができる。

一 家屋その他の施設若しくは工作物の移転若しくは除却又は除却される家屋その他の施設若しく

は工作物に代る家屋その他の施設若しくは工作物の建設に関すること。

二 農地の整備又は保全に関すること。

三 農道、かんがい排水施設又はため池の整備に関すること。

四 前三号に掲げる事項に直接関連して地すべり防止区域外において特に必要とされるこれらの号

に掲げる事項

２ 前項の勧告に応じて関連事業計画を作成しようとするときは、市町村長は、主務省令で定めると

ころにより、あらかじめ当該計画に係る事項について利害関係を有する者又はこれらの者の組織す

る団体の意見をきかなければならない。これを変更しようとするときも、同様とする。

３ 前項前段に規定する場合においては、市町村長は、あらかじめ、都道府県知事に協議しなければ

ならない。これを変更しようとするときも、同様とする。

４ 関連事業計画を作成し、又は変更したときは、市町村長は、主務省令で定めるところにより、そ

の内容を公表しなければならない。

（立退の指示）



第二十五条 都道府県知事又はその命じた職員は、地すべりにより著しい危険が切迫していると認め

られるときは、必要と認める区域内の居住者に対し避難のために立ち退くべきことを指示すること

ができる。この場合においては、都道府県知事又はその命じた職員は、直ちに、当該区域を管轄す

る警察署長にその旨を通知しなければならない。

（地すべり防止区域台帳）

第二十六条 都道府県知事は、地すべり防止区域台帳を調製し、これを保管しなければならない。

２ 都道府県知事は、地すべり防止区域台帳の閲覧を求められたときは、正当な理由がなければこれ

を拒むことができない。

３ 地すべり防止区域台帳の記載事項その他その調製及び保管に関し必要な事項は、主務省令で定め

る。

第三章 地すべり防止区域に関する費用

（地すべり防止区域の管理に要する費用の負担原則）

第二十七条 地すべり防止工事の施行及び標識の設置その他地すべり防止区域の管理に要する費用は、

この法律及び他の法律に特別の規定がある場合を除き、当該地すべり防止区域を管理する都道府県

知事の統括する都道府県の負担とする。

（主務大臣の直轄工事に要する費用の負担）

第二十八条 第十条第一項の規定により主務大臣が施行する地すべり防止工事で、溪流（山間部にお

けるその直下流を含む。以下同じ。）において施行するもの及びこれと一体となつて直接溪流に土

砂を排出することを防止するために施行するものに要する費用は、国がその三分の二を、都道府県

がその三分の一を負担する。

２ 第十条第一項の規定により主務大臣が施行する地すべり防止工事で前項に規定するもの以外のも

のに要する費用は、国及び都道府県がそれぞれその二分の一を負担する。

３ 前二項の場合において、当該地すべり防止工事によつて他の都府県も著しく利益を受けるときは、

主務大臣は、政令で定めるところにより、その利益を受ける限度において、当該地すべり防止区域

を管理する都府県知事の統括する都府県の負担すべき負担金の一部を著しく利益を受ける他の都府

県に分担させることができる。

４ 前項の規定により著しく利益を受ける他の都府県に負担金の一部を分担させようとする場合にお

いては、主務大臣は、あらかじめ当該都府県の意見をきかなければならない。

（都道府県知事の施行する地すべり防止工事に要する費用の一部負担）

第二十九条 国は、政令で定めるところにより、都道府県知事の施行する地すべり防止工事に要する

費用の二分の一を負担する。ただし、渓流において施行する地すべり防止工事及びこれと一体とな

つて直接渓流に土砂を排出することを防止するために施行する地すべり防止工事については、当該

地すべり防止工事が災害による土砂の崩壊等の危険な状況に対処するために施行する緊急地すべり

対策事業に係るものであるときは三分の二を、当該地すべり防止工事が再度災害を防止するために

施行するものであつて災害による土砂の崩壊等の危険な状況に対処するために施行する緊急地すべ

り対策事業に係るもの以外のものであるときは十分の五・五を国の負担割合とする。

（受益都府県の分担金）

第三十条 都府県知事の施行する地すべり防止工事によつて他の都府県も著しく利益を受けるときは、

当該都府県知事は、政令で定めるところにより、他の都府県の知事と協議して、他の都府県の利益

を受ける限度において、当該都府県知事の統括する都府県の負担すべき負担金の一部を著しく利益



を受ける他の都府県に分担させることができる。

（市町村の分担金）

第三十一条 前四条の規定により都道府県が負担する費用のうち、その地すべり防止工事又は地すべ

り防止施設の維持が当該都道府県の区域内の市町村を利するものについては、当該工事又は維持に

よる受益の限度において、当該市町村に対し、その工事又は維持に要する費用の一部を分担させる

ことができる。

２ 前項の費用について同項の規定により市町村が分担すべき金額は、当該市町村の意見をきいた上、

当該都道府県の議会の議決を経て定めなければならない。

（負担金の納付）

第三十二条 主務大臣が地すべり防止工事を施行する場合においては、まず全額国費をもつてこれを

施行した後、当該地すべり防止区域を管理する都道府県知事の統括する都道府県又は負担金を分担

すべき他の都府県は、政令で定めるところにより、第二十八条第一項又は第二項の規定に基く負担

金を国庫に納付しなければならない。

（兼用工作物の費用）

第三十三条 都道府県知事の管理する地すべり防止施設が他の工作物の効用を兼ねるときは、当該地

すべり防止施設の管理に要する費用の負担については、当該都道府県知事と当該他の工作物の管理

者とが協議して定めるものとする。

（原因者負担金）

第三十四条 都道府県知事は、他の工事又は他の行為により自ら施行する必要を生じた地すべり防止

工事の費用については、その必要を生じた限度において、他の工事又は他の行為につき費用を負担

する者にその全部又は一部を負担させるものとする。

２ 前項の場合において、他の工事が河川工事又は道路に関する工事であるときは、当該地すべり防

止工事の費用については、河川法第六十八条 又は道路法第五十九条第一項 及び第三項 の規定を適

用する。

（附帯工事に要する費用）

第三十五条 都道府県知事の施行する地すべり防止工事により必要を生じた他の工事又はその施行す

る地すべり防止工事を施行するため必要を生じた他の工事に要する費用は、第十八条第一項の許可

に附した条件に特別の定がある場合及び第二十条第二項の協議による場合を除き、その必要を生じ

た限度において、当該都道府県知事の統括する都道府県がその全部又は一部を負担するものとする。

２ 前項の場合において、他の工事が河川工事、道路に関する工事又は砂防工事であるときは、他の

工事に要する費用については、河川法第六十七条 、道路法第五十八条第一項 又は砂防法第十六条

の規定を適用する。

３ 都道府県知事は、第一項の地すべり防止工事が他の工事又は他の行為のため必要となつたもので

ある場合においては、同項の他の工事に要する費用の全部又は一部をその必要を生じた限度におい

て、その原因となつた工事又は行為につき費用を負担する者に負担させることができる。

（受益者負担金）

第三十六条 都道府県知事は、その施行する地すべり防止工事によつて著しく利益を受ける者がある

場合においては、その利益を受ける限度において、当該工事に要する費用の一部を負担させること

ができる。

２ 前項の場合において、負担金の徴収を受ける者の範囲及びその徴収方法については、当該都道府



県知事の統括する都道府県の条例で定める。

（負担金の通知及び納入手続等）

第三十七条 前三条の規定による負担金の額の通知及び納入手続その他負担金に関し必要な事項は、

政令で定める。

（強制徴収）

第三十八条 第三十三条、第三十四条第一項、第三十五条第三項及び第三十六条第一項の規定に基く

負担金（以下単に「負担金」という。）を納付しない者があるときは、都道府県知事は、督促状に

よつて納付すべき期限を指定して督促しなければならない。

２ 前項の場合においては、都道府県知事は、主務省令で定めるところにより、延滞金を徴収するこ

とができる。ただし、延滞金は、年十四・五パーセントの割合を乗じて計算した額をこえない範囲

内で定めなければならない。

３ 第一項の規定による督促を受けた者がその指定する期限までにその納付すべき金額を納付しない

ときは、都道府県知事は、国税滞納処分の例により、前二項に規定する負担金及び延滞金を徴収す

ることができる。この場合における負担金及び延滞金の先取特権の順位は、国税及び地方税に次ぐ

ものとする。

４ 延滞金は、負担金に先だつものとする。

５ 負担金及び延滞金を徴収する権利は、五年間行わないときは、時効により消滅する。

（収入の帰属）

第三十九条 負担金及び前条第二項の延滞金は、当該都道府県知事の統括する都道府県に帰属する。

（義務履行のために要する費用）

第四十条 この法律又はこの法律によつてする処分による義務を履行するために必要な費用は、この

法律に特別の規定がある場合を除き、当該義務者が負担しなければならない。

第四章 ぼた山崩壊防止区域に関する管理等

（ぼた山崩壊防止区域の管理）

第四十一条 ぼた山崩壊防止工事の施行その他ぼた山崩壊防止区域の管理は、当該ぼた山崩壊防止区

域の存する都道府県を統括する都道府県知事が行うものとする。

（行為の制限）

第四十二条 ぼた山崩壊防止区域内において、次の各号の一に該当する行為をしようとする者は、都

道府県知事の許可を受けなければならない。

一 立木竹の伐採（間伐、択伐その他政令で定める軽微な行為を除く。）又は樹根の採取

二 木竹の滑下又は地引による搬出

三 のり切又は切土

四 土石の採取又は集積

五 掘さく又は石炭その他の鉱物の掘採で、ぼた山の崩壊の防止を阻害し、又はぼた山の崩壊を助

長し、若しくは誘発する行為

六 前各号に掲げるもののほか、ぼた山の崩壊の防止を阻害し、又はぼた山の崩壊を助長し、若し

くは誘発する行為で政令で定めるもの

２ 第十八条第二項及び第三項の規定は、前項の許可について準用する。この場合において、同条第

二項及び第三項中「地すべり」とあるのは、「ぼた山の崩壊」と読み替えるものとする。



（経過措置）

第四十三条 第四条の規定によるぼた山崩壊防止区域の指定の際現に当該ぼた山崩壊防止区域内にお

いて権原に基き前条第一項各号に規定する行為を行つている者は、従前と同様の条件により、当該

行為について同条第一項の許可を受けたものとみなす。

（ぼた山崩壊防止区域の管理に要する費用の負担原則）

第四十四条 ぼた山崩壊防止工事の施行その他ぼた山崩壊防止区域の管理に要する費用は、この法律

及び他の法律に特別の規定がある場合を除き、当該ぼた山崩壊防止区域を管理する都道府県知事の

統括する都道府県の負担とする。

（準用規定）

第四十五条 第八条、第十三条から第十七条まで、第二十条、第二十一条、第二十六条、第二十九条

から第三十一条まで及び第三十三条から第四十条までの規定は、ぼた山崩壊防止区域に関する管理

及び費用について準用する。この場合において、第八条中「第三条第三項の規定による地すべり防

止区域」とあるのは「第四条第二項において準用する第三条第三項の規定によるぼた山崩壊防止区

域」と、「その地すべり防止区域内」とあるのは「そのぼた山崩壊防止区域内」と、第十六条第一

項中「地すべり防止区域」とあるのは「ぼた山崩壊防止区域」と、「地すべり防止工事」とあるの

は「ぼた山崩壊防止工事」と、第二十条中「森林法第三十四条第二項 （同法第四十四条 において

準用する場合を含む。）」とあるのは「森林法第三十四条第一項 若しくは第二項 （これらの規定

を同法第四十四条 において準用する場合を含む。）」と、「第十八条第一項」とあるのは「第四十

二条第一項」と、第二十一条第一項及び第二項並びに第三十五条第一項中「第十八条第一項」とあ

るのは「第四十二条第一項」と読み替えるものとする。

２ 前項後段に規定するもののほか、同項の準用に関し必要な技術的読替は、政令で定める。

第五章 雑則

（関連事業計画に基く事業を実施した者に対する補助）

第四十六条 国は、都道府県が第二十四条第一項第二号から第四号（同号中同項第一号に該当する事

項を除く。）までに掲げる事業を実施した市町村その他政令で定める者に対しその事業に要する費

用を補助した場合においては、当該都道府県に対し、予算の範囲内において、政令で定めるところ

により、当該事業に要する費用の二分の一以内を補助することができる。

（独立行政法人住宅金融支援機構等の資金の貸付けについての配慮）

第四十七条 独立行政法人住宅金融支援機構及び沖縄振興開発金融公庫は、法令及びその事業計画の

範囲内において、第二十四条の規定により作成され、又は変更された関連事業計画に基づく住宅部

分を有する家屋の移転又は除却が円滑に行われるよう、必要な資金の貸付けについて配慮するもの

とする。

（漁港管理者又は港湾管理者に対する協議）

第四十八条 主務大臣又は都道府県知事は、漁港漁場整備法 （昭和二十五年法律第百三十七号）第二

条の規定による漁港の区域（水域を除く。）内において地すべり防止工事を施行しようとするとき

は、あらかじめ漁港管理者に協議しなければならない。

２ 主務大臣又は都道府県知事は、港湾法 （昭和二十五年法律第二百十八号）第三十七条第一項 の

規定による港湾隣接地域内において地すべり防止工事（同項 各号に規定する行為に該当するものを

除く。）を施行しようとするときは、あらかじめ港湾管理者に協議しなければならない。



（報告の徴収）

第四十九条 主務大臣は、この法律の施行に関し必要があると認めるときは、都道府県知事に対し報

告又は資料の提出を求めることができる。

（裁定の申請）

第五十条 次に掲げる処分に不服がある者は、その不服の理由が鉱業、採石業又は砂利採取業との調

整に関するものであるときは、公害等調整委員会に対して裁定の申請をすることができる。この場

合には、行政不服審査法（昭和三十七年法律第百六十号）による不服申立てをすることができない。

一 第十一条第一項の規定による承認

二 第十四条第一項（第四十五条第一項において準用する場合を含む。）の規定による工事の施行

命令

三 第十八条第一項の規定による許可

四 第二十一条第一項若しくは第二項（第四十五条第一項において準用する場合を含む。）の規定

による処分又はこれらの規定による必要な措置の命令

五 第二十三条第一項又は第二項の規定による必要な措置の命令

２ 行政不服審査法第十八条 の規定は、前項各号の処分につき、処分庁が誤つて審査請求又は異議申

立てをすることができる旨を教示した場合に準用する。

（主務大臣等）

第五十一条 地すべり防止区域又はぼた山崩壊防止区域の指定及び管理についての主務大臣は、次の

とおりとする。

一 砂防法第二条 の規定により指定された土地（これに準ずべき土地を含む。）の存する地すべり

地域又はぼた山に関しては、国土交通大臣

二 森林法第二十五条第一項 若しくは第二十五条の二第一項 若しくは第二項（同法第二十五条の

二第一項 後段又は第二項 後段において準用する同法第二十五条第二項 を除く。）の規定により

指定された保安林（これに準ずべき森林を含む。）又は同法第四十一条 の規定により指定された

保安施設地区（これに準ずべき森林又は原野その他の土地を含む。）の存する地すべり地域又は

ぼた山に関しては、農林水産大臣

三 前二号に該当しない地すべり地域又はぼた山のうち、

イ 土地改良法 （昭和二十四年法律第百九十五号）第二条第二項 に規定する土地改良事業が施

行されている地域又は同法 の規定により土地改良事業計画の決定されている地域（これらの地

域に準ずべき地域を含む。）の存する地すべり地域又はぼた山に関しては、農林水産大臣

ロ イに該当しない地すべり地域又はぼた山に関しては、国土交通大臣

２ 地すべり防止区域又はぼた山崩壊防止区域の指定は、関係主務大臣が相互に協議してしなければ

ならない。

３ この法律における主務省令は、主務大臣の発する命令とする。

（権限の委任）

第五十一条の二 この法律に規定する主務大臣の権限は、政令で定めるところにより、その一部を地

方支分部局の長に委任することができる。

（事務の区分）

第五十一条の三 第七条、第八条（第四十五条において準用する場合を含む。）、第九条、第十一条、

第十三条（第四十五条において準用する場合を含む。）、第十四条第一項（第四十五条において準

用する場合を含む。）、第十五条第一項（第四十五条において準用する場合を含む。）、第十六条



第一項（第四十五条において準用する場合を含む。）、第十六条第二項（第四十五条において準用

する場合を含む。）において準用する第六条第二項、第三項、第五項及び第六項、第十八条（第四

十二条第二項において準用する場合を含む。）、第二十条第二項（第四十五条において準用する場

合を含む。）、第二十一条第一項及び第二項（第四十五条においてこれらの規定を準用する場合を

含む。）、第二十二条第一項、第二十三条第一項及び第二項、第二十四条第一項及び第三項、第二

十五条、第二十六条第一項（第四十五条において準用する場合を含む。）、第三十条（第四十五条

において準用する場合を含む。）、第三十一条（第四十五条において準用する場合を含む。）、第

三十三条（第四十五条において準用する場合を含む。）、第三十四条第一項（第四十五条において

準用する場合を含む。）、第三十五条第三項（第四十五条において準用する場合を含む。）、第三

十六条第一項（第四十五条において準用する場合を含む。）、第三十八条第一項から第三項まで（第

四十五条においてこれらの規定を準用する場合を含む。）、第四十一条、第四十二条第一項並びに

第四十八条の規定により都道府県が処理することとされている事務は、地方自治法 （昭和二十二年

法律第六十七号）第二条第九項第一号 に規定する第一号 法定受託事務（次項において単に「第一

号法定受託事務」という。）とする。

２ 他の法律及びこれに基づく政令の規定により、地すべり防止工事の施行その他地すべり防止区域

の管理及びぼた山崩壊防止工事の施行その他ぼた山崩壊防止区域の管理に関して都道府県が処理す

ることとされている事務は、第一号法定受託事務とする。

第六章 罰則

（罰則）

第五十二条 第十八条第一項又は第四十二条第一項の規定に違反した者は、一年以下の懲役又は十万

円以下の罰金に処する。

第五十三条 次の各号の一に該当する者は、六月以下の懲役又は五万円以下の罰金に処する。

一 第六条第七項（第十六条第二項又は第四十五条第一項において準用する場合を含む。）の規定

に違反して土地の立入若しくは一時使用を拒み、又は妨げた者

二 第二十二条第一項の規定による報告若しくは資料の提出をせず、又は虚偽の報告若しくは資料

の提出をした者

三 第二十二条第一項の規定による立入検査を拒み、妨げ、又は忌避した者

第五十四条 第八条（第四十五条第一項において準用する場合を含む。）の規定により設置した標識

を移動し、汚損し、又は破損した者は、一万円以下の罰金に処する。

（両罰規定）

第五十五条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者がその法人又は人の

業務に関し、第五十二条又は第五十三条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人

又は人に対しても各本条の罰金刑を科する。

附 則 抄

（施行期日）

第一条 この法律は、昭和三十三年四月一日から施行する。

第四条の二 地すべり防止工事でこれに要する費用を国有林野事業特別会計又は治水特別会計におい

て支弁するものについては、第三十二条中国費のみをもつてする施行に関する部分の規定は、適用

しないものとする。

（昭和六十年度の特例）



第五条 第二十八条第一項及び第二十九条第一項（第四十五条第一項において準用する場合を含む。）

の規定の昭和六十年度における適用については、第二十八条第一項中「三分の二」とあるのは「十

分の六」と、「三分の一」とあるのは「十分の四」とし、第二十九条第一項中「三分の二」とある

のは「十分の六」とする。ただし、災害による土砂の崩壊等の危険な状況に対処するために施行す

る緊急地すべり対策事業に係る地すべり防止工事について同項の規定を適用する場合においては、

この限りでない。

（昭和六十一年度、平成三年度及び平成四年度の特例）

第六条 第二十八条第一項及び第二十九条第一項（第四十五条第一項において準用する場合を含む。）

の規定の昭和六十一年度、平成三年度及び平成四年度における適用については、第二十八条第一項

中「三分の二」とあるのは「十分の六」と、「三分の一」とあるのは「十分の四」とし、第二十九

条第一項中「三分の二」とあるのは「十分の五・五」とする。ただし、災害による土砂の崩壊等の

危険な状況に対処するために施行する緊急地すべり対策事業に係る地すべり防止工事についてこれ

らの規定を適用する場合においては、この限りでない。

（昭和六十二年度から平成二年度までの特例）

第七条 第二十八条第一項及び第二十九条第一項（第四十五条第一項において準用する場合を含む。）

の規定の昭和六十二年度から平成二年度までの各年度における適用については、第二十八条第一項

中「三分の二」とあるのは「十分の五・五（再度災害を防止するために施行する地すべり防止工事

であつて附則第七条ただし書の緊急地すべり対策事業に係るもの以外のものに要する費用にあつて

は、その十分の六）」と、「三分の一」とあるのは「十分の四・五（再度災害を防止するために施

行する地すべり防止工事であつて同条ただし書の緊急地すべり対策事業に係るもの以外のものに要

する費用にあつては、その十分の四）」とし、第二十九条第一項中「三分の二」とあるのは「十分

の五・二五（再度災害を防止するために施行する地すべり防止工事であつて附則第七条ただし書の

緊急地すべり対策事業に係るもの以外のものに要する費用にあつては、その十分の五・五）」とす

る。ただし、災害による土砂の崩壊等の危険な状況に対処するために施行する緊急地すべり対策事

業に係る地すべり防止工事についてこれらの規定を適用する場合においては、この限りでない。

（国の無利子貸付け等）

第八条 国は、当分の間、都道府県に対し、第二十九条の規定により国がその費用について負担する

地すべり防止工事で日本電信電話株式会社の株式の売払収入の活用による社会資本の整備の促進に

関する特別措置法（昭和六十二年法律第八十六号）第二条第一項第二号に該当するものに要する費

用に充てる資金について、予算の範囲内において、第二十九条の規定（この規定による国の負担の

割合について、この規定と異なる定めをした法令の規定がある場合には、当該異なる定めをした法

令の規定を含む。以下同じ。）により国が負担する金額に相当する金額を無利子で貸し付けること

ができる。

２ 前項の国の貸付金の償還期間は、五年（二年以内の据置期間を含む。）以内で政令で定める期間

とする。

３ 前項に定めるもののほか、第一項の規定による貸付金の償還方法、償還期限の繰上げその他償還

に関し必要な事項は、政令で定める。

４ 国は、第一項の規定により、都道府県に対し貸付けを行つた場合には、当該貸付けの対象である

地すべり防止工事に係る第二十九条の規定による国の負担については、当該貸付金の償還時におい

て、当該貸付金の償還金に相当する金額を交付することにより行うものとする。

５ 都道府県が、第一項の規定による貸付けを受けた無利子貸付金について、第二項及び第三項の規

定に基づき定められる償還期限を繰り上げて償還を行つた場合（政令で定める場合を除く。）にお

ける前項の規定の適用については、当該償還は、当該償還期限の到来時に行われたものとみなす。

附 則 （昭和三四年四月二〇日法律第一四八号） 抄

（施行期日）



１ この法律は、国税徴収法（昭和三十四年法律第百四十七号）の施行の日から施行する。

（公課の先取特権の順位の改正に関する経過措置）

７ 第二章の規定による改正後の各法令（徴収金の先取特権の順位に係る部分に限る。）の規定は、

この法律の施行後に国税徴収法第二条第十二号に規定する強制換価手続による配当手続が開始され

る場合について適用し、この法律の施行前に当該配当手続が開始されている場合における当該法令

の規定に規定する徴収金の先取特権の順位については、なお従前の例による。

附 則 （昭和三五年三月三一日法律第三九号） 抄

１ この法律は、公布の日から施行する。

附 則 （昭和三五年三月三一日法律第四〇号） 抄

１ この法律は、公布の日から施行し、昭和三十五年度の予算から適用する。

附 則 （昭和三七年四月四日法律第六八号） 抄

（施行期日）

第一条 この法律は、公布の日から起算して九十日をこえない範囲内で政令で定める日から施行する。

附 則 （昭和三七年九月一五日法律第一六一号） 抄

１ この法律は、昭和三十七年十月一日から施行する。

２ この法律による改正後の規定は、この附則に特別の定めがある場合を除き、この法律の施行前に

された行政庁の処分、この法律の施行前にされた申請に係る行政庁の不作為その他この法律の施行

前に生じた事項についても適用する。ただし、この法律による改正前の規定によつて生じた効力を

妨げない。

３ この法律の施行前に提起された訴願、審査の請求、異議の申立てその他の不服申立て（以下「訴

願等」という。）については、この法律の施行後も、なお従前の例による。この法律の施行前にさ

れた訴願等の裁決、決定その他の処分（以下「裁決等」という。）又はこの法律の施行前に提起さ

れた訴願等につきこの法律の施行後にされる裁決等にさらに不服がある場合の訴願等についても、

同様とする。

４ 前項に規定する訴願等で、この法律の施行後は行政不服審査法による不服申立てをすることがで

きることとなる処分に係るものは、同法以外の法律の適用については、行政不服審査法による不服

申立てとみなす。

５ 第三項の規定によりこの法律の施行後にされる審査の請求、異議の申立てその他の不服申立ての

裁決等については、行政不服審査法による不服申立てをすることができない。

８ この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。

９ 前八項に定めるもののほか、この法律の施行に関して必要な経過措置は、政令で定める。

附 則 （昭和三八年六月八日法律第九九号） 抄

（施行期日及び適用区分）

第一条 この法律中目次の改正規定（第三編第四章の次に一章を加える部分に限る。）、第一条の二

の改正規定、第二条第三項第八号の改正規定、第二百六十三条の二の次に一条を加える改正規定、

第三編第四章の次に一章を加える改正規定、附則第二十条の二の次に一条を加える改正規定及び別

表の改正規定並びに附則第十五条から附則第十八条まで、附則第二十四条（地方開発事業団に関す

る部分に限る。）、附則第二十五条（地方開発事業団に関する部分に限る。）及び附則第三十五条

の規定（以下「財務以外の改正規定等」という。）は公布の日から、普通地方公共団体に係る会計

の区分、予算の調製及び議決、継続費、繰越明許費、債務負担行為、予算の内容、歳入歳出予算の

区分、予備費、補正予算及び暫定予算、地方債並びに一時借入金に関する改正規定並びに附則第四



条、附則第五条第一項、第二項及び第四項、附則第六条第一項並びに附則第八条の規定（以下「予

算関係の改正規定」という。）は昭和三十九年一月一日から、その他の改正規定並びに附則第二条、

附則第三条、附則第五条第三項、附則第六条第二項及び第三項、附則第七条、附則第九条から附則

第十四条まで、附則第十九条から附則第二十三条まで、附則第二十四条（地方開発事業団に関する

部分を除く。）、附則第二十五条（地方開発事業団に関する部分を除く。）並びに附則第二十六条

から附則第三十四条までの規定は同年四月一日から施行する。

附 則 （昭和三九年七月一〇日法律第一六八号） 抄

この法律は、新法の施行の日（昭和四十年四月一日）から施行する。

附 則 （昭和四五年四月一日法律第一三号） 抄

（施行期日）

第一条 この法律は、公布の日から施行する。

附 則 （昭和四七年五月一三日法律第三一号） 抄

（施行期日）

第一条 この法律は、公布の日から施行する。

附 則 （昭和四七年六月三日法律第五二号） 抄

（施行期日等）

第一条 この法律は、公布の日から起算して三十日をこえない範囲内において政令で定める日から施

行する。

（土地調整委員会又は中央公害審査委員会がした処分等に関する経過措置）

第十六条 この法律の施行前にこの法律による改正前の法律の規定により土地調整委員会又は中央公

害審査委員会がした処分その他の行為は、政令で別段の定めをするものを除き、この法律又はこの

法律による改正後の法律の相当規定により、公害等調整委員会がした処分その他の行為とみなす。

２ この法律の施行の際現にこの法律による改正前の法律の規定により土地調整委員会又は中央公害

審査委員会に対してされている申請その他の手続は、政令で別段の定めをするものを除き、この法

律又はこの法律による改正後の法律の相当規定により、公害等調整委員会に対してされた手続とみ

なす。

附 則 （昭和五三年七月五日法律第八七号） 抄

（施行期日）

第一条 この法律は、公布の日から施行する。

附 則 （昭和六〇年五月一八日法律第三七号） 抄

（施行期日等）

１ この法律は、公布の日から施行する。

附 則 （昭和六一年五月八日法律第四六号） 抄

１ この法律は、公布の日から施行する。

２ この法律（第十一条、第十二条及び第三十四条の規定を除く。）による改正後の法律の昭和六十

一年度から昭和六十三年度までの各年度の特例に係る規定並びに昭和六十一年度及び昭和六十二年

度の特例に係る規定は、昭和六十一年度から昭和六十三年度までの各年度（昭和六十一年度及び昭

和六十二年度の特例に係るものにあつては、昭和六十一年度及び昭和六十二年度。以下この項にお

いて同じ。）の予算に係る国の負担（当該国の負担に係る都道府県又は市町村の負担を含む。以下



この項において同じ。）又は補助（昭和六十年度以前の年度における事務又は事業の実施により昭

和六十一年度以降の年度に支出される国の負担又は補助及び昭和六十年度以前の年度の国庫債務負

担行為に基づき昭和六十一年度以降の年度に支出すべきものとされた国の負担又は補助を除く。）

並びに昭和六十一年度から昭和六十三年度までの各年度における事務又は事業の実施により昭和六

十四年度（昭和六十一年度及び昭和六十二年度の特例に係るものにあつては、昭和六十三年度。以

下この項において同じ。）以降の年度に支出される国の負担又は補助、昭和六十一年度から昭和六

十三年度までの各年度の国庫債務負担行為に基づき昭和六十四年度以降の年度に支出すべきものと

される国の負担又は補助及び昭和六十一年度から昭和六十三年度までの各年度に歳出予算に係る国

の負担又は補助で昭和六十四年度以降の年度に繰り越されるものについて適用し、昭和六十年度以

前の年度における事務又は事業の実施により昭和六十一年度以降の年度に支出される国の負担又は

補助、昭和六十年度以前の年度の国庫債務負担行為に基づき昭和六十一年度以降の年度に支出すべ

きものとされた国の負担又は補助及び昭和六十年度以前の年度の歳出予算に係る国の負担又は補助

で昭和六十一年度以降の年度に繰り越されたものについては、なお従前の例による。

附 則 （昭和六二年三月三一日法律第一一号） 抄

（施行期日）

１ この法律は、昭和六十二年四月一日から施行する。

（経過措置）

２ この法律による改正後の法律の規定は、昭和六十二年度及び昭和六十三年度の予算に係る国の負

担及び当該国の負担に係る都道府県又は市町村の負担（以下この項において「国等の負担」という。）

であつて昭和六十一年度以前の年度の国庫債務負担行為に基づき昭和六十二年度以降の年度に支出

すべきものとされたもの以外のもの、昭和六十二年度及び昭和六十三年度の国庫債務負担行為に基

づき昭和六十四年度以降の年度に支出すべきものとされる国等の負担並びに昭和六十二年度及び昭

和六十三年度の歳出予算に係る国等の負担で昭和六十四年度以降の年度に繰り越されるものについ

て適用し、昭和六十一年度以前の年度に繰り越されるものについて適用し、昭和六十一年度以前の

年度の国庫債務負担行為に基づき昭和六十二年度以降の年度に支出すべきものとされた国等の負担

及び昭和六十一年度以前の年度の歳出予算に係る国等の負担で昭和六十二年度以降の年度に繰り越

されたものについては、なお従前の例による。

附 則 （昭和六二年九月四日法律第八七号）

この法律は、公布の日から施行し、第六条及び第八条から第十二条までの規定による改正後の国有

林野事業特別会計法、道路整備特別会計法、治水特別会計法、港湾整備特別会計法、都市開発資金融

通特別会計法及び空港整備特別会計法の規定は、昭和六十二年度の予算から適用する。

附 則 （平成元年四月一〇日法律第二二号） 抄

（施行期日等）

１ この法律は、公布の日から施行する。

２ この法律（第十一条、第十二条及び第三十四条の規定を除く。）による改正後の法律の平成元年

度及び平成二年度の特例に係る規定並びに平成元年度の特例に係る規定は、平成元年度及び平成二

年度（平成元年度の特例に係るものにあっては、平成元年度。以下この項において同じ。）の予算

に係る国の負担（当該国の負担に係る都道府県又は市町村の負担を含む。以下この項及び次項に係

る都道府県又は市町村の負担を含む。以下この項及び次項において同じ。）又は補助（昭和六十三

年度以前の年度における事務又は事業の実施により平成元年度以降の年度に支出される国の負担及

び昭和六十三年度以前の年度の国庫債務負担行為に基づき平成元年度以降の年度に支出すべきもの

とされた国の負担又は補助を除く。）並びに平成元年度及び平成二年度における事務又は事業の実

施により平成三年度（平成元年度の特例に係るものにあっては、平成二年度。以下この項において



同じ。）以降の年度に支出される国の負担、平成元年度及び平成二年度の国庫債務負担行為に基づ

き平成三年度以降の年度に支出すべきものとされる国の負担又は補助並びに平成元年度及び平成二

年度の歳出予算に係る国の負担又は補助で平成三年度以降の年度に繰り越されるものについて適用

し、昭和六十三年度以前の年度における事務又は事業の実施により平成元年度以降の年度に支出さ

れる国の負担、昭和六十三年度以前の年度の国庫債務負担行為に基づき平成元年度以降の年度に支

出すべきものとされた国の負担又は補助及び昭和六十三年度以前の年度の歳出予算に係る国の負担

又は補助で平成元年度以降の年度に繰り越されたものについては、なお従前の例による。

附 則 （平成三年三月三〇日法律第一五号）

１ この法律は、平成三年四月一日から施行する。

２ この法律（第十一条及び第十九条の規定を除く。）による改正後の法律の平成三年度及び平成四

年度の特例に係る規定並びに平成三年度の特例に係る規定は、平成三年度及び平成四年度（、平成

三年度の特例に係るものにあっては平成三年度とする。以下この項において同じ。）の予算に係る

国の負担（当該国の負担に係る都道府県又は市町村の負担を含む。以下この項において同じ。）又

は補助（平成二年度以前の年度における事務又は事業の実施により平成三年度以降の年度に支出さ

れる国の負担及び平成二年度以前の年度の国庫債務負担行為に基づき平成三年度以降の年度に支出

すべきものとされた国の負担又は補助を除く。）並びに平成三年度及び平成四年度における事務又

は事業の実施により平成五年度（平成三年度の特例に係るものにあっては平成四年度とする。以下

この項において同じ。）以降の年度に支出される国の負担、平成三年度及び平成四年度の国庫債務

負担行為に基づき平成五年度以降の年度に支出すべきものとされる国の負担又は補助並びに平成三

年度及び平成四年度の歳出予算に係る国の負担又は補助で平成五年度以降の年度に繰り越されるも

のについて適用し、平成二年度以前の年度における事務又は事業の実施により平成三年度以降の年

度に支出される国の負担、平成二年度以前の年度の国庫債務負担行為に基づき平成三年度以降の年

度に支出すべきものとされた国の負担又は補助及び平成二年度以前の年度の歳出予算に係る国の負

担又は補助で平成三年度以降の年度に繰り越されたものについては、なお従前の例による。

附 則 （平成五年三月三一日法律第八号） 抄

（施行期日等）

１ この法律は、平成五年四月一日から施行する。

２ この法律（第十一条及び第二十条の規定を除く。）による改正後の法律の規定は、平成五年度以

降の年度の予算に係る国の負担（当該国の負担に係る都道府県又は市町村の負担を含む。以下この

項において同じ。）又は補助（平成四年度以前の年度における事務又は事業の実施により平成五年

度以降の年度に支出される国の負担及び平成四年度以前の年度の国庫債務負担行為に基づき平成五

年度以降の年度に支出すべきものとされた国の負担又は補助を除く。）について適用し、平成四年

度以前の年度における事務又は事業の実施により平成五年度以降の年度に支出される国の負担、平

成四年度以前の年度の国庫債務負担行為に基づき平成五年度以降の年度に支出すべきものとされた

国の負担又は補助及び平成四年度以前の年度の歳出予算に係る国の負担又は補助で平成五年度以降

の年度に繰り越されたものについては、なお従前の例による。

附 則 （平成一一年七月一六日法律第八七号） 抄

（施行期日）

第一条 この法律は、平成十二年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各

号に定める日から施行する。

一 第一条中地方自治法第二百五十条の次に五条、節名並びに二款及び款名を加える改正規定（同

法第二百五十条の九第一項に係る部分（両議院の同意を得ることに係る部分に限る。）に限る。）、

第四十条中自然公園法附則第九項及び第十項の改正規定（同法附則第十項に係る部分に限る。）、



第二百四十四条の規定（農業改良助長法第十四条の三の改正規定に係る部分を除く。）並びに第

四百七十二条の規定（市町村の合併の特例に関する法律第六条、第八条及び第十七条の改正規定

に係る部分を除く。）並びに附則第七条、第十条、第十二条、第五十九条ただし書、第六十条第

四項及び第五項、第七十三条、第七十七条、第百五十七条第四項から第六項まで、第百六十条、

第百六十三条、第百六十四条並びに第二百二条の規定 公布の日

（地すべり等防止法の一部改正に伴う経過措置）

第百三十三条 この法律の施行の際現に第四百二十三条の規定による改正前の地すべり等防止法（以

下この条において「旧地すべり等防止法」という。）第二十四条第三項の規定による承認を受けた

関連事業計画は、第四百二十三条の規定による改正後の地すべり等防止法（以下この条において「新

地すべり等防止法」という。）第二十四条第三項の規定による協議を行った関連事業計画とみなす。

２ この法律の施行の際現に旧地すべり等防止法第二十四条第三項の規定によりされている承認の申

請は、新地すべり等防止法第二十四条第三項の規定によりされた協議の申出とみなす。

（国等の事務）

第百五十九条 この法律による改正前のそれぞれの法律に規定するもののほか、この法律の施行前に

おいて、地方公共団体の機関が法律又はこれに基づく政令により管理し又は執行する国、他の地方

公共団体その他公共団体の事務（附則第百六十一条において「国等の事務」という。）は、この法

律の施行後は、地方公共団体が法律又はこれに基づく政令により当該地方公共団体の事務として処

理するものとする。

（処分、申請等に関する経過措置）

第百六十条 この法律（附則第一条各号に掲げる規定については、当該各規定。以下この条及び附則

第百六十三条において同じ。）の施行前に改正前のそれぞれの法律の規定によりされた許可等の処

分その他の行為（以下この条において「処分等の行為」という。）又はこの法律の施行の際現に改

正前のそれぞれの法律の規定によりされている許可等の申請その他の行為（以下この条において「申

請等の行為」という。）で、この法律の施行の日においてこれらの行為に係る行政事務を行うべき

者が異なることとなるものは、附則第二条から前条までの規定又は改正後のそれぞれの法律（これ

に基づく命令を含む。）の経過措置に関する規定に定めるものを除き、この法律の施行の日以後に

おける改正後のそれぞれの法律の適用については、改正後のそれぞれの法律の相当規定によりされ

た処分等の行為又は申請等の行為とみなす。

２ この法律の施行前に改正前のそれぞれの法律の規定により国又は地方公共団体の機関に対し報告、

届出、提出その他の手続をしなければならない事項で、この法律の施行の日前にその手続がされて

いないものについては、この法律及びこれに基づく政令に別段の定めがあるもののほか、これを、

改正後のそれぞれの法律の相当規定により国又は地方公共団体の相当の機関に対して報告、届出、

提出その他の手続をしなければならない事項についてその手続がされていないものとみなして、こ

の法律による改正後のそれぞれの法律の規定を適用する。

（不服申立てに関する経過措置）

第百六十一条 施行日前にされた国等の事務に係る処分であって、当該処分をした行政庁（以下この

条において「処分庁」という。）に施行日前に行政不服審査法に規定する上級行政庁（以下この条

において「上級行政庁」という。）があったものについての同法による不服申立てについては、施

行日以後においても、当該処分庁に引き続き上級行政庁があるものとみなして、行政不服審査法の

規定を適用する。この場合において、当該処分庁の上級行政庁とみなされる行政庁は、施行日前に

当該処分庁の上級行政庁であった行政庁とする。

２ 前項の場合において、上級行政庁とみなされる行政庁が地方公共団体の機関であるときは、当該

機関が行政不服審査法の規定により処理することとされる事務は、新地方自治法第二条第九項第一

号に規定する第一号法定受託事務とする。

（手数料に関する経過措置）

第百六十二条 施行日前においてこの法律による改正前のそれぞれの法律（これに基づく命令を含



む。）の規定により納付すべきであった手数料については、この法律及びこれに基づく政令に別段

の定めがあるもののほか、なお従前の例による。

（罰則に関する経過措置）

第百六十三条 この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。

（その他の経過措置の政令への委任）

第百六十四条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置（罰則に関す

る経過措置を含む。）は、政令で定める。

２ 附則第十八条、第五十一条及び第百八十四条の規定の適用に関して必要な事項は、政令で定める。

（検討）

第二百五十条 新地方自治法第二条第九項第一号に規定する第一号法定受託事務については、できる

限り新たに設けることのないようにするとともに、新地方自治法別表第一に掲げるもの及び新地方

自治法に基づく政令に示すものについては、地方分権を推進する観点から検討を加え、適宜、適切

な見直しを行うものとする。

第二百五十一条 政府は、地方公共団体が事務及び事業を自主的かつ自立的に執行できるよう、国と

地方公共団体との役割分担に応じた地方税財源の充実確保の方途について、経済情勢の推移等を勘

案しつつ検討し、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。

第二百五十二条 政府は、医療保険制度、年金制度等の改革に伴い、社会保険の事務処理の体制、こ

れに従事する職員の在り方等について、被保険者等の利便性の確保、事務処理の効率化等の視点に

立って、検討し、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。

附 則 （平成一一年一二月二二日法律第一六〇号） 抄

（施行期日）

第一条 この法律（第二条及び第三条を除く。）は、平成十三年一月六日から施行する。

附 則 （平成一三年六月二九日法律第九二号） 抄

（施行期日）

第一条 この法律は、平成十四年四月一日から施行する。

附 則 （平成一四年二月八日法律第一号） 抄

（施行期日）

第一条 この法律は、公布の日から施行する。

附 則 （平成一六年六月九日法律第九四号） 抄

（施行期日）

第一条 この法律は、平成十七年四月一日から施行する。ただし、附則第七条及び第二十八条の規定

は公布の日から、附則第四条第一項から第五項まで及び第九項から第十一項まで、第五条並びに第

六条の規定は平成十六年十月一日から施行する。

（処分等に関する経過措置）

第二十六条 この法律の施行前に改正前のそれぞれの法律（これに基づく命令を含む。以下この条に

おいて同じ。）の規定によってした処分、手続その他の行為であって、改正後のそれぞれの法律の

規定に相当の規定があるものは、この附則に別段の定めがあるものを除き、改正後のそれぞれの法

律の相当の規定によってしたものとみなす。

（罰則の適用に関する経過措置）

第二十七条 この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。

（政令委任）

第二十八条 この附則に定めるもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置は、政令で定める。



（検討）

第二十九条 政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、新鉱山保安法の施行の状況を

勘案し、必要があると認めるときは、新鉱山保安法の規定について検討を加え、その結果に基づい

て必要な措置を講ずるものとする。

附 則 （平成一七年七月六日法律第八二号） 抄

（施行期日）

第一条 この法律は、平成十九年四月一日から施行する。

附 則 （平成一八年六月七日法律第五三号） 抄

（施行期日）

第一条 この法律は、平成十九年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各

号に定める日から施行する。

一 第百九十五条第二項、第百九十六条第一項及び第二項、第百九十九条の三第一項及び第四項、

第二百五十二条の十七、第二百五十二条の二十二第一項並びに第二百五十二条の二十三の改正規

定並びに附則第四条、第六条、第八条から第十条まで及び第五十条の規定 公布の日

二 第九十六条第一項の改正規定、第百条の次に一条を加える改正規定並びに第百一条、第百二条

第四項及び第五項、第百九条、第百九条の二、第百十条、第百二十一条、第百二十三条、第百三

十条第三項、第百三十八条、第百七十九条第一項、第二百七条、第二百二十五条、第二百三十一

条の二、第二百三十四条第三項及び第五項、第二百三十七条第三項、第二百三十八条第一項、第

二百三十八条の二第二項、第二百三十八条の四、第二百三十八条の五、第二百六十三条の三並び

に第三百十四条第一項の改正規定並びに附則第二十二条及び第三十二条の規定、附則第三十七条

中地方公営企業法（昭和二十七年法律第二百九十二号）第三十三条第三項の改正規定、附則第四

十七条中旧市町村の合併の特例に関する法律（昭和四十年法律第六号）附則第二条第六項の規定

によりなおその効力を有するものとされる同法第五条の二十九の改正規定並びに附則第五十一条

中市町村の合併の特例等に関する法律（平成十六年法律第五十九号）第四十七条の改正規定 公

布の日から起算して一年を超えない範囲内において政令で定める日

附 則 （平成一九年三月三一日法律第二三号） 抄

（施行期日）

第一条 この法律は、平成十九年四月一日から施行し、平成十九年度の予算から適用する。ただし、

次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行し、第二条第一項第四号、第十六号及び第

十七号、第二章第四節、第十六節及び第十七節並びに附則第四十九条から第六十五条までの規定は、

平成二十年度の予算から適用する。

一 附則第二百六十六条、第二百六十八条、第二百七十三条、第二百七十六条、第二百七十九条、

第二百八十四条、第二百八十六条、第二百八十八条、第二百八十九条、第二百九十一条、第二百

九十二条、第二百九十五条、第二百九十八条、第二百九十九条、第三百二条、第三百十七条、第

三百二十二条、第三百二十四条、第三百二十八条、第三百四十三条、第三百四十五条、第三百四

十七条、第三百四十九条、第三百五十二条、第三百五十三条、第三百五十九条、第三百六十条、

第三百六十二条、第三百六十五条、第三百六十八条、第三百六十九条、第三百八十条、第三百八

十三条及び第三百八十六条の規定 平成二十年四月一日

（罰則に関する経過措置）

第三百九十一条 この法律の施行前にした行為及びこの附則の規定によりなお従前の例によることと

される場合におけるこの法律の施行後にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例に

よる。

（その他の経過措置の政令への委任）



第三百九十二条 附則第二条から第六十五条まで、第六十七条から第二百五十九条まで及び第三百八

十二条から前条までに定めるもののほか、この法律の施行に関し必要となる経過措置は、政令で定

める。


